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１．平成18年６月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業収益 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月中間期 4,319 2.6 934 78.6 831 77.6

17年６月中間期 4,209 200.4 523 148.0 468 132.3

17年12月期 9,457 1,083 947

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 480 78.6 18,351 29

17年６月中間期 269 149.0 21,064 16

17年12月期 518 20,041 13

（注）①期中平均株式数 18年６月中間期 26,206株 17年６月中間期 12,784株 17年12月期 25,890株

②会計処理の方法の変更 無

③営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 15,026 3,907 26.0 149,108 66

17年６月中間期 10,723 3,299 30.8 251,805 58

17年12月期 13,359 3,515 26.3 134,147 52

（注）①期末発行済株式数 18年６月中間期 26,206株 17年６月中間期 13,103株 17年12月期 26,206株

②期末自己株式数 18年６月中間期 －株 17年６月中間期 －株 17年12月期 －株

２．平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）  

営業収益 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 10,435 1,173 645 1,250 00 2,500 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　24,612円68銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

３．配当状況  

 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

 17年12月期(実績） 2,500 1,250 3,750

 18年12月期（実績） 1,250 －
2,500

 18年12月期（予想） － 1,250

 （注）１．平成18年中間配当内訳  普通配当   1,250円

       ２．平成17年12月期より、中間配当制度を導入しました。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  4,588,230   3,038,766   3,161,299   

２．売掛金  340,072   536,448   298,009   

３．販売用不動産 ※2 2,957,794   7,178,200   6,779,184   

４．関係会社短期貸付金  1,410,000   864,683   1,070,000   

５．その他  133,367   233,600   181,232   

６．貸倒引当金  △146   △164   △1,209   

流動資産合計   9,429,316 87.9  11,851,536 78.9  11,488,516 86.0

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物 ※１ 87,117   91,379   97,528   

(2) その他 ※１ 107,933   102,460   106,019   

有形固定資産合計  195,050   193,839   203,548   

２．無形固定資産  65,391   37,160   39,442   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  631,409   502,283   583,878   

(2) 長期営業目的投資有価証
券

 －   562,645   －   

(3) 関係会社株式  223,000   433,912   422,412   

(4) 関係会社出資金  －   1,221,073   －   

(5) その他  179,560   223,969   622,114   

投資その他の資産合計  1,033,969   2,943,884   1,628,405   

固定資産合計   1,294,412 12.1  3,174,884 21.1  1,871,397 14.0

資産合計   10,723,728 100.0  15,026,420 100.0  13,359,913 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  63,736   82,722   79,031   

２．短期借入金 ※2 1,600,000   3,458,000   2,480,000   

３．1年以内返済予定の長期借
入金

※2 1,600,000   1,168,000   1,568,000   

４．1年以内償還予定の社債  405,000   1,040,000   865,000   

５．その他 ※3 935,997   1,168,460   966,327   

流動負債合計   4,604,734 42.9  6,917,183 46.0  5,958,359 44.6

Ⅱ　固定負債           

１．社債  2,385,000   3,615,000   3,172,500   

２．長期借入金  －   178,000   262,000   

３．退職給付引当金  24,597   27,568   26,156   

４．役員退職慰労引当金  95,147   128,684   122,685   

５．預り敷金・保証金  306,113   250,584   299,768   

６．その他  8,727   1,858   2,973   

固定負債合計   2,819,585 26.3  4,201,695 28.0  3,886,084 29.1

負債合計   7,424,320 69.2  11,118,879 74.0  9,844,443 73.7
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前中間会計期間末

（平成17年６月30日）
当中間会計期間末

（平成18年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   805,817 7.5  － －  805,817 6.0

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  875,266   －   875,266   

資本剰余金合計   875,266 8.2  － －  875,266 6.6

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  6,750   －   6,750   

２．任意積立金  1,300,000   －   1,300,000   

３．中間（当期）未処分利益  309,275   －   526,098   

利益剰余金合計   1,616,025 15.1  － －  1,832,848 13.7

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   2,299 0.0  － －  1,537 0.0

資本合計   3,299,408 30.8  － －  3,515,469 26.3

負債資本合計   10,723,728 100.0  － －  13,359,913 100.0

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   － －  805,817 5.4  － －

２．資本剰余金           

  (1)  資本準備金  －   875,266   －   

    資本剰余金合計   － －  875,266 5.8  － －

３．利益剰余金           

  (1)  利益準備金  －   6,750   －   

  (2)  その他利益剰余金           

       別途積立金  －   1,700,000   －   

       繰越利益剰余金  －   574,255   －   

    利益剰余金合計   － －  2,281,005 15.2  － －

       株主資本合計   － －  3,962,088 26.4  －  

Ⅱ　評価・換算差額等           

  １．その他有価証券評価
      差額金  

  －   △54,547   －  

  評価・換算差額等合計   － －  △54,547 △0.4  － －

純資産合計   － －  3,907,541 26.0  － －

負債純資産合計   － －  15,026,420 100.0  － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益           

１．営業収入  1,655,359   2,412,459   3,217,160   

２．不動産売上高  2,554,605 4,209,965 100.0 1,907,232 4,319,692 100.0 6,239,928 9,457,088 100.0

Ⅱ　営業原価           

１．営業原価  599,044   816,869   1,365,490   

２．不動産売上原価  2,384,191 2,983,236 70.9 1,786,006 2,602,876 60.3 5,589,987 6,955,478 73.5

営業総利益   1,226,728 29.1  1,716,816 39.7  2,501,610 26.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費   703,401 16.7  782,345 18.1  1,418,231 15.0

営業利益   523,326 12.4  934,470 21.6  1,083,378 11.5

Ⅳ　営業外収益 ※１  41,334 1.0  6,145 0.2  72,244 0.7

Ⅴ　営業外費用 ※２  96,304 2.3  108,801 2.5  207,876 2.2

経常利益   468,356 11.1  831,814 19.3  947,746 10.0

Ⅵ　特別利益   － －  6,311 0.2  4,853 0.1

Ⅶ　特別損失   － －  13,882 0.4  52,943 0.6

税引前中間（当期）純利益   468,356 11.1  824,243 19.1  899,656 9.5

法人税、住民税及び事業税  214,582   350,952   410,710   

法人税等調整額  △15,510 199,072 4.7 △7,622 343,329 8.0 △29,918 380,791 4.0

中間（当期）純利益   269,284 6.4  480,913 11.1  518,864 5.5

前期繰越利益   39,991   －   39,991  

中間配当額   －   －   32,757  

中間(当期)未処分利益   309,275   －   526,098  
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中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成17年12月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 875,266 6,750 1,300,000 526,098 1,832,848 3,513,932

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円） － － － － － － － －

剰余金の配当（千円） － － － － － △32,757 △32,757 △32,757

中間純利益（千円） － － － － － 480,913 480,913 480,913

自己株式の処分（千円） － － － － － － － －

別途積立金の積立（千円） － － － － 400,000 △400,000 － －

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）

（千円）

－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － 400,000 48,156 448,156 448,156

平成18年６月30日　残高

（千円）
805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 574,255 2,281,105 3,962,088

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高

（千円）
1,537 1,537 3,515,469

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円） － － －

剰余金の配当（千円） － － △32,757

中間純利益（千円） － － 480,913

自己株式の処分（千円） － － －

別途積立金の積立（千円） － － －

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（千円）

△56,084 △56,084 △56,084

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△56,084 △56,084 392,071

平成18年６月30日　残高

（千円）
△54,547 △54,547 3,907,541
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券の評価基準及び評価方

法

 ①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

①子会社株式及び関連会社株式

同　　左

①子会社株式及び関連会社株式

同　　左

 ②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券

 時価のあるもの

　中間決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)

時価のあるもの

同　　左

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同　　左

時価のないもの

同　　左

    ③投資事業有限責任組合に類す

   る出資の会計処理

  投資事業有限責任組合に類する出

資の会計処理は、匿名組合・任意組

合の純資産及び純損益のうち当社の

持分相当額をそれぞれ投資有価証券

及び収益・費用として計上しており

ます。

  なお、匿名組合・任意組合の純損

益の持分相当額の会計処理について

は、当社の連結子会社が組合事業を

推進し従事する営業者となっている

匿名組合・任意組合への出資に係る

損益は営業損益に計上し、当社の連

結子会社が組合事業の営業者となっ

ていない匿名組合・任意組合への出

資に係る損益は営業外損益に計上し

ております。

   ③投資事業有限責任組合に類す

   る出資の会計処理

　投資事業有限責任組合に類する出

資の会計処理は、匿名組合・任意組

合の純資産及び純損益のうち当社の

持分相当額をそれぞれ投資有価証

券・長期営業目的投資有価証券及び

収益・費用として計上しておりま

す。

  なお、匿名組合・任意組合の純損

益の持分相当額の会計処理について

は、当社の連結子会社が組合事業を

推進し従事する営業者となっている

匿名組合・任意組合への出資に係る

損益は営業損益に計上するとともに

長期営業目的投資有価証券を加減し、

当社の連結子会社が匿名組合の営業

者となっていない匿名組合・任意組

合への出資に係る損益は営業外損益

に計上するとともに投資有価証券を

加減しております。

   ③投資事業有限責任組合に類す

   る出資の会計処理

同　　左

 (2）たな卸資産の評価基準及び評価

方法

(2）たな卸資産の評価基準及び評価

方法

(2）たな卸資産の評価基準及び評価

方法

 販売用不動産

　個別法による原価法によって

おります

販売用不動産

同　　左

販売用不動産

同　　左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　10年～39年

その他　　　　　４年～８年

(1）有形固定資産

同　　左

(1）有形固定資産

同　　左

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(2）無形固定資産

同　　左

(2）無形固定資産

同　　左

 (3）長期前払費用

　定額法によっております。

(3）長期前払費用

同　　左

(3）長期前払費用

同　　左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

３．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費

　社債発行費については、支出時に

全額費用処理しております。

(1）社債発行費

同　　左

(1）社債発行費

同　　左

(2）新株発行費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。

(2）新株発行費

───────

(2）新株発行費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討して回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同　　左

(1）貸倒引当金

同　　左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当中間会計期間末における退職給

付債務の見込額（自己都合による

中間会計期間末要支給額の100％

相当額）に基づき計上しておりま

す。

(2）退職給付引当金

同　　左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額（自己都合による期末要支給

額の100％相当額）に基づき計上

しております。

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規による中間会計期間

末要支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同　　左

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規による期末要支給額

を計上しております。

５．重要なリース取引の処理方

法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同　　左 同　　左

６．重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため特例処理を採用

しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同　　左

(1）ヘッジ会計の方法

同　　左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段

　金利スワップ取引

同　　左 同　　左

 ヘッジ対象

　借入金の利息

 

 (3）ヘッジ方針

　借入金の利息に係る金利変動リ

スクをヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同　　左

(3）ヘッジ方針

同　　左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利ス

ワップ取引については有効性の評

価を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同　　左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同　　左

７．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税は、

当中間会計期間の費用として処理

しております。

(1）消費税等の会計処理

同　　左

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税は、

当期の費用として処理しておりま

す。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

       ───────────── （固定資産の減損に係る会計基準）

    当中間会計期間から「固定資産の減損に係

  る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

  基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

  会  平成14年８月９日））及び「固定資産の

  減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

  基準委員会  平成15年10月31日  企業会計基

  準適用指針第６号）を適用しております。

    これによる損益に与える影響はありませ

  ん。

        ────────────

        ────────────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

  計基準)

    当中間会計期間より、「貸借対照表の純

  資産の部の表示に関する会計基準」（企業

  会計基準第５号 平成17年12月９日）及び　

　　　　　　

  「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

  会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

  用指針第８号平成 17年12月９日）を適用し

  ております。

    従来の資本の部の合計に相当する金額は

  3,907,541百万円であります。

    なお、中間財務諸表等規則の改正によ

  り、当中間会計期間における中間貸借対照

  表の純資産の部については、改正後の中間

  財務諸表等規則により作成しております。

        ────────────

（表示方法の変更）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

(中間貸借対照表)

  前中間会計期間においては、投資その

他の資産「その他」に含めて表示してお

りました投資有価証券（前中間会計期間

44,638千円）は、当中間会計期間におい

て総資産の100分の5以上となったため、

独立掲記しております。

(中間貸借対照表)

１．前中間会計期間において投資その他

の資産の「投資有価証券」に含めて表示

しておりました「長期営業目的投資有価

証券」（前中間会計期間末285,079千円）

については、重要性が増したため当中間

会計期間より区分掲記しております。

２．前中間会計期間において投資その他

の資産の「投資有価証券」に含めて表示

しておりました「子会社出資金」（前中

間会計期間末7,000千円）については、純

資産の100分の５以上となったため、当中

間会計期間より区分掲記しております。

        ────────────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年６月30日）

当中間会計期間末
（平成18年６月30日）

前事業年度
（平成17年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

53,796千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

72,503千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

60,407千円

※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額

販売用不動産 2,774,033千円

計 2,774,033 

販売用不動産 4,321,371千円

計 4,321,371 

販売用不動産 3,499,767千円

計 3,499,767 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 1,000,000千円

１年以内返済予定

の長期借入金
1,350,000

千円

計 2,350,000 

短期借入金    2,730,000千円

１年以内返済予定

の長期借入金
 1,000,000

千円

計 3,730,000 

短期借入金 1,900,000千円

１年以内返済予定

の長期借入金
1,350,000

千円

計 3,250,000 

※３．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

の上流動負債「その他」に含めて表示して

おります。

※３．消費税等の取扱い

同　　左

※３．　　　 ──────

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 40,997千円 受取利息 1,956千円 受取利息 67.299千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

社債発行費 52,550千円

支払利息 34,539千円

社債発行費    33,079千円

支払利息 63,481千円

社債発行費 89,950千円

支払利息 69,866千円

　３．減価償却実施額 　３．減価償却実施額 　３．減価償却実施額

有形固定資産 11,445千円

無形固定資産 8,235 

有形固定資産 12,097千円

無形固定資産 6,239 

有形固定資産 24,451千円

無形固定資産 16,612 
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
その他

20,472 5,642 14,829

合計 20,472 5,642 14,829

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
その他

24,052 9,551 14,500

合計 24,052 9,551 14,500

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

有形固定資産
その他

24,052 7,547 16,504

合計 24,052 7,547 16,504

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,373千円

１年超 11,562

合計 14,935

１年内 3,974千円

１年超 10,700

合計 14,675

１年内 3,947千円

１年超 12,694

合計 16,642

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

支払リース料 1,760千円

減価償却費相当額 1,705

支払利息相当額 87

支払リース料 2,086千円

減価償却費相当額 2,004

支払利息相当額 119

支払リース料 3,738千円

減価償却費相当額 3,610

支払利息相当額 191

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同　　　左

(4)減価償却費相当額の算定方法

同　　　左

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同　　　左

(5)利息相当額の算定方法

同　　　左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 555,430千円

１年超 1,671,450

合計 2,226,880

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 379,095千円

１年超 1,292,355

合計 1,671,450

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 475,214千円

１年超 1,465,965

合計 1,941,179

（有価証券関係）

前中間会計期間（自　平成17年１月１日　至　平成17年６月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１株当たり純資産額 251,805円58銭

１株当たり中間純利
益

21,064円16銭

１株当たり純資産額 149,108円66銭

１株当たり中間純利
益

18,351円29銭

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益

17,490円32銭

１株当たり純資産額 134,147円52銭

１株当たり当期純利
益

20,041円13銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式がありま

せんので記載しておりません。

   当社は、平成17年２月14日付で株

式１株につき３株の株式分割を行って

おります。

  なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、以下のとおりとなってお

ります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資

産額

１株当たり純資

産額

188,765円38銭 235,655円34銭

１株当たり中間

純利益

１株当たり当期

純利益

11,529円88銭 29,650円48銭

 潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益

－ 26,948円72銭

 

 

 

 

 

  平成17年２月14日付で株式１株につ

き３株、平成17年12月20日付で

株式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。

  なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなっております。

１株当たり純資

産額
125,902円79銭

１株当たり中間

純利益
10,532円08銭

なお、潜在株式調整後１株当たり純利

益については、潜在株式がありません

ので記載しておりません。

  平成17年２月14日付で株式１株につ

き３株、平成17年12月20日付で

株式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。

  なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、以下のとおりとなってお

ります。

１株当たり純資

産額
117,827円67銭

１株当たり当期

純利益
14,825円24銭

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益

13,474円36銭
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　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のと

おりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額

   

中間（当期）純利益（千円） 269,284 480,913 518,864

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円）
269,284 480,913 518,864

普通株式の期中平均株式数（株） 12,784 26,206 25,890

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額

   

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） － 1,290 －

 （うち新株引受権） － － －

希薄化効果を有しないため潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）

純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

     ─────────      ─────────      ─────────
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

1.中間配当金支払

平成17年８月５日開催の取締役会において１

株当たり2,500円（総額32,757,500円）の中間

配当を実施することを決議いたしました。

　支払開始日、平成17年９月15日

 

2.日本インベスターズ証券㈱の子会社化

　平成17年７月28日の株式追加取得により

65.2％の議決権となり、日本インベスターズ証

券㈱を子会社化いたしました。なお、当社が取

得いたしました株式は今後同社及び当社の取引

先に一部譲渡する可能性があります。この場合、

連結子会社から持分適用関連会社になることが

予想されますが、その時期及び株式数は未定で

あります。

 

[日本インベスターズ証券㈱の概要]

　　（平成17年３月31日現在）

（1）名称　

　　　日本インベスターズ証券株式会社

　　　URL http://www.investors.co.jp

（2）代表者　

　　　代表取締役社長　岩満　太

（3）所在地

　　　東京都港区麻布台１-11-10

（4）設立年月日

　　　平成10年４月21日

（5）主な事業内容　

　　　証券業（関東財務局（証）第132号）

　　　投資顧問業（関東財務局第894号）

（6）決算期

　　　３月末

（7）従業員

　　　役員６名、従業員25名、契約FA164名

（8）資本の額

　　　14億300万円 

3.株式分割

　平成17年９月13日開催の取締役会において株

式分割（無償交付）に関し、下記のとおり決議

いたしました。

（1）株式分割の目的

　投資単価の引き下げ及び当社株式の流動性の

向上、投資家層の拡大を図ることを目的といた

します。

（2）株式分割の方法

　平成17年10月31日最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数

を１株につき２株の割合をもって分割する。

（3）分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式数　　13,103株

今回の分割により増加する株式数　13,103株

株式分割後の当社発行済株式総数　26,206株

（4）日程

　基準日

　　　　　　　　　　　　平成17年10月31日

　効力発生・新株交付日

　　　　　　　　　　　　平成17年12月20日

（5）配当起算日

　　　　　　　　　　　　平成17年７月１日

1.中間配当金支払

平成18年８月３日開催の取締役会において１

株当たり1,250円（総額32,757,500円）の中間

配当を実施することを決議いたしました。

　支払開始日、平成18年９月14日

 

  平成18年２月20日開催の取締役会において、

第14回定時株主総会で承認された「ストックオ

プションとして新株予約権を発行する件」につ

いて、具体的な発行内容を次のとおり決定しま

した。

（1）新株予約権の発行日

　　 平成18年２月28日

（2）新株予約権の発行数

　 　1,000個

（3）新株予約権の発行価額

　　 無償

（4）新株予約権の目的となる株式の種類及び

数

　　 当社普通株式　2,000株

（5）新株予約権の行使に際しての払込金額

　　 １株当たり 50,000円

（6）新株予約権の行使期間

　　 平成19年１月１日から平成22年12月31日

（7）新株予約権の行使により新株を発行する

場合の発行価格のうち資本組入額

　　 １株当たり 25,000円

（8）新株予約権の割当対象者数

　　 当社取締役　４名、当社監査役　３名

　　 当社従業員　80名、その他　    14名

　　 総数101名
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